
流　動　資　産 1,123,800 流　動　負　債 169,397

930,700 11,945

159,767 111,757

26,343 544

535 15,989

5,198 27,949

1,254 1,210

0 固　定　負　債 39,969

固　定　資　産 76,134 39,969

20,986 209,366

14,911

6,074 株　主　資　本 990,569

18,319 資　  本　  金 1,750,000

15,169 資 本 剰 余 金 1,750,000

3,150 資 本 準 備 金 1,750,000

36,829 利 益 剰 余 金 △2,509,430

36,829 その他利益剰余金 △2,509,430

繰越利益剰余金 △2,509,430

990,569

1,199,935 1,199,935

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

預 り 金

貯 蔵 品

商 品

長 期 未 払 金

そ の 他

純 資 産 合 計

負債及び純資産合計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

商 標 権

資　産　合　計

純 資 産 の 部

投資その他の資産

長 期 投 資

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

工 具 器 具 備 品

有 形 固 定 資 産 負　債　合　計

建 物

売 掛 金

前 払 費 用

契 約 負 債

未 収 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

貸  借  対  照  表

（２０２６年３月３１日現在）

（単位:千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

項　　目 金　額 項　　目 金　額



817,318

203,708

613,609

595,649

17,960

4

12,148 12,152

153 153

29,959

29,959

3,267 3,267

26,692

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

雑 収 入

税 引 前 当 期 純 利 益

損　 益 　計 　算 　書

２０２５年４月 １ 日から
２０２６年３月３１日まで

　　　　　（単位:千円）

項　　目 金　　額

受 取 利 息

営 業 外 費 用

雑 損 失



　フードロス削減食品販売事業および防災用品販売事業においては、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履

行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得し

て充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

業務委託
システム提供サービス利用
規約に基づくサービス利用
料（注２）

13,914 未払費用 15,305 

親会社
中部電力
ミライズ
株式会社

被所有
　直接100％

（注２）委託料の支払いについては、委託先より提示された見積りを基礎として、価格交渉の上で決定しております。

業務受託
暮らしにイイことキャン
ペーンに関する受託業務
（注１）

24,984 売掛金 12,131 

業務受託
for 保存食ローリングス
トックプラン提供業務（注
１）

90,318 売掛金 13,718 

２．１株当たり当期純利益 76円27銭

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 2,830円20銭

３．収益及び費用の計上基準

っております。通常、保険契約が有効となった時点で主な履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足した

時点で、顧客との契約から見込まれる将来代理店手数料の金額を収益として認識しております。

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

マーケティング施策等に関
するコンサルティング業務
（注１）

249,596 売掛金

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科　目

67,667 業務受託

個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　定額法

　　　　定率法

　　　　ただし、建物附属設備については定額法によっております。

（２）無形固定資産

１．資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

　　　　商品、貯蔵品･･･最終仕入原価法

親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

種類
会社等の
名　　称

期末残高
議決権等の所有
(被所有)割合

マーケティング施策等に関するコンサルティング業務に係る収益は、顧客との受託契約に基づいてサ

ービスを提供する履行義務を負っております。当該受託契約は一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、

契約に基づき毎期末期間に応じて収益を認識しております。

保険代理店事業においては、保険会社との保険代理店委託契約に基づき、保険契約の締結の媒介及び付帯業務を行

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務

１．有形固定資産の減価償却累計額　　21,285千円

（貸借対照表に関する注記）

　　　短期金銭債権 　 106,282千円

　　　短期金銭債務 　  24,909千円


